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○蒲生光男議長 小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 今、局長から、農地基本

台帳のみが農業委員会の個人情報の範疇だとい

うふうなことでありますが、今回のプランのい

ろいろな、先ほど申し上げた個人情報について

の管理については、農林課長、どう扱われます

か。 

○蒲生光男議長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 人・農地プランの各地区に

おける策定に当たりましては、先ほど申し上げ

たとおり、営農推進員の代表の方とか、西根地

区だったら実行組合長の皆様方が、多分共済細

目書などの情報を、それぞれの該当する方から

了承を得て参考にしながらつくられたものだと

いうふうに考えております。 

○５番 小関秀一議員 時間ありませんので。 

 なお、今、農林課長が答えられたように、細

目書についても全部個人の方からの確認を得た

というふうなことで進んでいるというふうな確

認でよろしいのですか。 

○蒲生光男議長 時間ですので。 

○５番 小関秀一議員 済みません。その辺につ

いては後ほど確認をさせていただきます。 

 以上で終わります。 

 

 

 町田義昭議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 次に、順位７番、議席番号９番、

町田義昭議員。 

  （９番町田義昭議員登壇） 

○９番 町田義昭議員 おはようございます。西

山が非常に近く感じます。きょうは私も余り調

子がよくないものですから、西山もきっと察し

ていただいて応援をしてくれているんだなと、

そんなふうに今思っております。 

 きょう市役所に入りましたけれども、長井市

の市章であるあやめの鉢植えが迎えてくれまし

た。ただ、何となく元気がないなと、そんなふ

うに感じた次第でございます。皆さんはいかが

でしょうか。あやめは言葉を申し上げられませ

んので、何を言いたいのかなというふうなこと

でずっと考えておったんですけども、これから

さまざま考えたいなと、そんなふうに今思って

おります。 

 私は、長井市のまちづくりが後世に、次世代

に負担の少ない、そして残らないようなまちに

したいなということを願いながら、一般質問を

させていただきます。 

 本格的な人口減少社会の到来を告げる数字が

ございます。４月発表された総務省の推計によ

ると、2011年４月１日時点の総人口は約１億

2,870万人で、前年比25万9,000人減でございま

す。過去最大の減少となりました。今後の減少

幅は急速に拡大し、あと数年で年50万人、ある

いは100万人単位で減る時代もそう遠くないと

思います。これは政令都市が毎年１つずつ消え

てゆく勘定であります。 

 将来の人口予測では、60年には総人口で

8,670万人であり、ある程度予測されていたと

はいえ、ここまで数字が具体化すれば、高度成

長期の発想や仕組みから一刻も早く決別して、

縮小社会を前提とした地域づくりへの転換が求

められると、元総務大臣、増田寛也さんの山形

新聞「時を語る」のくだりの一部でございます。 

 しかし、国も地方自治体も、わかっていなが

ら方向転換、軌道修正政策のスピードが極めて

遅いと言わざるを得ません。自分の首を自分で

締め、将来に負担を残す最悪のシナリオとわか

っていながら、それができない現代人の不思議

の一つであります。 

 長井市も例に漏れず、長く続いた人口３万人

も、平成21年度には３万人を割り込みました。

その後、毎年200人以上のペースで減り、24年

度では２万9,016人となり、枯れ葉落ちる季節
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には２万8,000人台になることは必至でありま

す。 

 この現状をどう分析、認識されているのか、

市長の考えをお聞かせください。 

 次に、当市の社会資本の整備は、経済発展や

生活環境の改善を下支えする重要な役割を果た

してまいりました。東京オリンピック前後から

の経済成長下時代に整備されたものが多く、40

年以上経過し、一斉に老朽化と更新期を迎えて

おります。行革委員会からの報告にありますよ

うに、安心、安全のまちづくりを考えた上で、

維持、補修、更新は実に適切な判断である意見

と思います。 

 また、農業の振興と水と緑の景観の保全に寄

与された昭和の土地改良事業で築かれました用

排水路、道路などは、耐用年数をはるかに超え、

風に吹かれてコンクリートの破片が飛び散り、

肉肌から鉄筋が見えているところも多々ある状

態でございます。 

 これらを踏まえ、安心、安全のまちづくりを

進める上でも、新規事業の拡大より、今ある社

会資本の老朽化対策を行うことが最優先される

べきと考えます。 

 しかし、こうした実態は、市民には財政事情

が厳しいという理由で一蹴されてきました。今

こそ行政は、各施設の実態の把握に努めるとと

もに、住民に情報を公開し、新規よりも維持、

更新に重点を置くという発想を地域に根づかせ

ていく必要があると思いますが、市長の考えを

お聞かせください。 

 次に、人口減少を予測しての政策である、平

成22年度より始まり３年目を迎えた３万人復活

事業は、３年間で８億5,800万円が投じられて

おります。成果があらわれるのには一定期間か

かるのは理解しておりますが、漢方薬や特定保

健薬の効能くらいの成果を市民の皆さんは期待

なされているんではないでしょうか。 

 ゆえに、分野ごとの目標達成期間を示し、中

間的な現状報告をし、診断内容によっては処方

せんを変える必要性も出てくるのではないでし

ょうか。 

 また、人口増加を求めるとき、漠然とした方

向性ではなく、具体的な焦点のはっきりした情

報の提供をしていただきたいと思うのでござい

ます。 

 ３万人復活事業の理由づけと目標達成の可能

性について、市長の考えをお聞かせください。 

 次に、当市の財政事情は危篤状態を脱し、近

隣市町並みになったと安堵感が漂っているよう

に感じています。ましてやここ数年の国からの

緊急経済雇用対策の交付金により、懐ぐあいが

よくなったと思い違いをしている部分もあるの

ではないでしょうか。公共事業の、次々と新規

の大型事業が着工、計画されております。公共

事業を否定はしませんけれども、当市の財政は

病み上がりであることは忘れてはならないと思

います。よって、市民主導、住民参加の基本、

原点を見詰め直すチャンスと考えております。 

 また、市民の皆さんは辛抱の時代が長かった

ので、急に事業ができるといわれても混乱をす

る場面もあるように感じております。市民が求

めるまちづくりとは何なのか、整理する必要が

あると思いますが、市長のお考えをお聞かせく

ださい。 

 あわせて、事業は市民の合意のもとに行うこ

とが基本であります。ややもすれば政治主導、

利益主導などが特に注意をしなければいけませ

ん。とりわけ後年度負担の多い事業は、市民の

理解、合意は不可欠であります。行政はこのこ

とに耳を傾けて、努力を惜しんではならないと

考えます。 

 今までのまちづくりに市民の皆さんの声がど

のように反映できているのか、市長の思いをお

聞かせください。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ありが

とうございます。（拍手） 



 

―９４― 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 町田議員のご質問にお答えいた

します。 

 町田議員のほうからは、大変鋭い、また示唆

に富んだご提言、ご指摘をいただきました。こ

としと来年で第５次総合計画、26年度からの計

画をどうするかということを、今まさに市民の

皆様と、あるいは議会の皆様と議論をした上で、

方向性を見出していかなきゃいけないという時

期でございますので、そういった意味では大変

ありがたく質問をお聞きしたところでございま

した。 

 縮小社会における社会資本の整備と３万人復

活事業の関連についてということで、５点ほど

ご質問いただきましたけれども、まず最初に、

全般的な考え方を、まず人口減少社会の認識と

いうことでお話しさせていただきたいと思いま

すが、人口が減っているという一番の原因は、

国全体で見た場合、合計特殊出生率がどんどん

低下しているということでございます。今現在、

1.36程度で前後しているわけでございますけれ

ども、例えばこれが2.0以上になりますと、基

本的には人口維持ということでございますけれ

ども、ヨーロッパのほうでは私ども日本よりも

先に30年ぐらい前からそういう状況になってい

まして、まだドイツとかイタリアなどは出生率

が低くて人口が下降傾向だということでござい

ますけれども、一方で、フランス、あるいはイ

ギリスも大変持ち直しているようですが、1994

年のフランスの出生率が1.68ぐらいでたしか底

どまりといいますか、そこからどんどんふえて

いまして、今1.9近くまで来ているということ

でございますが、なぜそういうふうに20年ぐら

い前からふえてきたかというと、やっぱり社会

保障、それと経済政策によるものだというふう

にいろいろいわれていますし、私もそういうふ

うに思っています。 

 特に社会保障では、日本の場合ですと、女性

の方が生涯で産む子供の数が合計特殊出生率で

すけども、どうしても子供を産みますと、すぐ

また勤めなきゃいけない。育児休暇というのも

なかなかとりにくいと。制度的に認められてい

ますが、ましてや非正規雇用ですと、その場で

もう終わりということでありますが、フランス

の場合ですと、３年ぐらいは国で、法律できち

っと２人以上のお子さんを持っている家庭では、

母親には認めなきゃいけないという法律があり

ます。これは大企業であれ、中小企業であれ。

また、その間の給与の生活保障については国が

保障するというようなことなど、たくさんのい

ろんなこと、あります。例えばオランダなどで

すと、失業した場合も２年間は、ごめんなさい、

２年じゃないですね。３年以上ですね。ずっと

国から保障いただけます。非正規雇用、正規雇

用の格差がありません。そういったことを、例

えばヨーロッパ、ＥＵ諸国あたりでは、もう20

年、30年かかってそういう社会制度をつくって

きたという歴史がありますんで、日本は果たし

てこれから社会保障制度をどういうふうにして

設計して実現していくか、それらが、やはり大

きいマクロで見ると、そういうところになるの

かなというふうに思いますし、あと、何よりも

日本自体がＧＤＰが下がっているわけですけど

も、日本は何で食っていけますか、食っていく

というのは言い方がおかしいんですが、何を主

な主たるなりわいとするのかと。今までみたい

にものづくりとか科学技術でいくのかとか、そ

ういったことなども大いに関係するんだと思い

ます。 

 一方で、私たち長井市の場合ですけども、長

井市については、町田議員ご指摘のとおり、ど

んどん人口が減っているわけですが、その減少

率というのは加速度がついていまして、やはり

一番の転機が、平成10年から15年ぐらいの間に、

例えば大企業、市内の大企業が資本が変わった

り、あるいは企業グループが倒産したりという



 

―９５― 

ことで多くの雇用が失われましたし、あとまち

なかの商店街も空き店舗になりましたし、平成

13年からは、ここから見える長井病院ももうほ

とんど実質的には４分の１ぐらいにベッド数が

減ったわけですね。そういって、いろんな要素

が、やはり長井のまちが衰退といいますか、そ

ういう要素がありました。 

 じゃあなぜ財政が悪くなったかというと、い

ろんなことが作用していますので、その原因と

いうのがこれだということは言えないんですが、

でも、この15年間の中で、やはり着実に職員数

を減らして、市役所としては人件費を３分の１

程度縮減できたと。これからも大幅な人件費の

増ということは多分ないだろうというふうに思

いますし、あと公債費も、27億円ぐらいの平成

16年をピークとして、今現在は10億円から十二、

三億円ぐらいで大体ずっと推移、まず少なくと

も10年ぐらいはいけるだろうというふうに思っ

ておるわけですが、じゃあ今までなぜ悪かった、

なぜこの財政が悪くなったのかという原因は、

これだということはないんですが、あと公共事

業も含めたいろいろなことの原因が重なって生

じたんだと思います。 

 町田議員おっしゃるように、私は決して財政

がよくなったとは思っておりません。しかし、

いつまでもお金がないから何もできないという

ことをやはり市民の方には余りずっと言ってい

てもしようがない。特に、職員は萎縮しており

ます。発想自体も非常にやはり後ろ向きになっ

てしまいますので、そういうことじゃないとい

うことだと思っております。 

 それは、もちろん議会の皆さんがおっしゃる

とおり、私も財政は決していいとは思っており

ません。ようやく普通の市町村並みになった。

しかし、病み上がりだというのは、議員ご指摘

のとおりです。そんな中で、これからは新しい

社会資本の整備ということはやはりできるだけ

避けるべきだろうと。 

 例えば、今後10年間でやらなければならない

社会資本整備というのは、例えば学校施設なん

かについても、耐震化はようやく体育館で終わ

りますが、これから大規模改修が、ほとんどの

学校等が30年以上たっていますんで、大規模改

修しなきゃいけません。あと、文化会館をどう

するか、図書館をどうするか、古くなった公民

館とか地区の体育館どうするかといったことや

ら、あるいは市民球場、市営グラウンド、テニ

スコート、あやめ公園、つつじ公園等々あるわ

けです。それとあと、何よりも生活環境で、い

ろんな各地区から上がっている道路とか水路と

か、そういったものの整備、改修あります。ま

た、市役所の庁舎もこのままでいいのかという

こともあります。これらをまず更新していくの

はもっともだと思います。 

 しかし、例えば今回社会資本整備の中で都市

再生整備計画として上げさせていただいている

のは、なぜそこの部分に私はある程度リスクを

負いながらもしなければいけないのかというこ

とについては、結局どんどん人口が減っていき

ますから、財政は今のところまだいいですけど

も、多分国からの地方交付税制度というのはま

たいずれか下がってくるだろうと。これはもう

確実だと思っています。そんな中で、財政力は

弱まっているわけですね。結局働くところがど

んどん失われていますし、拠点性がなくなって

商店街も衰退しているわけですから、ですから

パイはどんどん小さくなるんですよ。税収は上

がりません、間違いなく。固定資産税もどんど

ん下がります。ちなみに、この１年間で山形県

の中で長井市が一番地価の下落率が高かったと。

商店街ですけど。そういった状況がどんどん続

くわけですよね。もう限りないと思います。そ

ういった中で、じゃあ守りにだけ入ったらどう

なるかといったら、やはり一番肝心の雇用とか

ふえないんですね。ですから、長井市で仕事を

見つけたり、あるいは長井市に住んでいて周り
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で働く、あるいは自分で自営するという業が成

り立たなくなりますと、当然長井から離れざる

を得ないという状況になりますので、ますます

衰退します。ですから、そこをどうするかとい

うふうに考えていくしかないだろうと。 

 その辺は、ぜひこれからもいろんな面で議会

からもご提言やご指導を賜りたいと思いますが、

そのところはまた次の機会にご議論させていた

だくとして、まずご質問の部分をお答えさせて

いただきたいと思います。ちょっと長くなりま

すので、いろいろやりとりするかと思いますの

で、できるだけ手短にお話ししたいと思います。 

 人口減少社会の現状認識については、今申し

上げましたように、全体的には下がっていく中

で、長井市もどんどん減っていくと。しかし、

この間の国勢調査の中で、東根市がふえている

わけですね。840人だかふえています。これは

やはり東根市のいろいろな行政運営とか、さま

ざまな民間の皆様の活力が、要は人口増という

結果になったと。 

 あとよく言われているのは、50年後というマ

クロで全体で見ますと、確かに３分の１は減る

んですが、一方で地方都市は、長井市は半分ぐ

らいになるんじゃないかと。一方で、長井市の

周りの町とか過疎地域は多分そんなものでは済

まないと。一方で、都会のほうは、そんなに減

らないという説もあります。そして、今でさえ

日本の18歳以上の若者の半分ぐらいは大都市圏

に住んでいるわけですから、結局若い人たちは

どんどん大都市へ行くと。地方にはお年寄りだ

けが残るという形になります。こういういびつ

な構造を何とかしなきゃいけないと。国から来

る財政支援も、人口がメインですから、そのい

わゆる基準財政需要額がどんどん縮小するわけ

ですね。ですからここも考えなきゃいけないと

いうふうに思っていまして、そういった意味で

は、３万人都市復活というのは、実はこれは、

議員からご指摘ありましたように、全体で３年

間で８億5,800万円ということなんですが、こ

れは財政再建のときの３年間なんですね。こと

しあたりからもうまた違うステージに入ったと

いうことを言っていますが、結局、順番逆にな

って申しわけありませんが、３万人都市復活と

いうのはキャンペーンだって前にもお話ししま

したように、長井市だけが独自にこれだという

ことで自主事業としてやっているものというの

は、例えば人材育成であったり、あとは婚活は

ほかのところでもやっていますが、けども婚活

であったり、あるいはより市民に行政情報とい

うことでタブロイド版の「あやめれぽ」であっ

たり、また、もう周りのまちのほうが上をいき

ましたけども、子育ての支援医療であったり、

これはほかの市よりは厚いと思います。あとは、

何よりも健康というのが一番ですから、あとは

介護の状態にならないような健康維持とか介護

予防、そのために健診とかさまざまなものの充

実に力を入れたと。これはどこの市町村でもや

っていることだと思いますし、あと子育て支援

についてもどこでもやっていることだと思いま

す。そういった中で、とにかくほかの市町村で

やっていないものを、そんなにお金はかけられ

なくとも探してやろうよということが、３万人

復活事業のまずスタートだったんです。 

 でも、これからはそうじゃなくて、議員がご

指摘のとおり、文字どおり目標をきちんと立て

て、どういうふうな形できちんとタイムスケジ

ュールというか、行程表もつくって、３万人復

活までの道のりをつくっていくかというのは、

第５次総合計画に上げるべきものだろうという

ふうに思っております。 

 そして、何よりも人口を減らさない、あるい

はふやす要素としては、雇用を守り、そして創

出する、あと経済を活性化するという部分が最

も大切な部分でありますし、あと教育とか、あ

と生きがいの部分ですね。スポーツ、文化、こ

ういったところもそういった要素でありますの
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で、これらについては、今の時点でとりたてて

３万人復活ということで目標とかさまざまな行

程表をつくるというよりも、第５次総合計画の

中に組み入れるべきではないのかなと私は思っ

ています。ただ、第５次総合計画も市議会に答

申しますし、また議会からも、あるいは市民、

いろんな団体、企業からもご提言をいただいて、

ご意見をいただいてつくっていくべきものと考

えておりますので、その中で整理をしてまいり

たいと思います。 

 市民の求めているものは何か、整理する必要

性はあるんじゃないかということですが、ここ

がなかなかやはり、議員がおっしゃるとおりで

ございますけども、例えば市内の社会資本整備

に国県の補助制度等を活用するのは、限られた

財源の中で必要かつ最大の整備をするために当

然のことであろうというふうに思います。なか

なか自主事業、特に公共事業の自主事業、

100％単独事業というのはできるだけすべきで

はないと。やはり長井市の場合は、あくまでも

基本３割自治体だということを忘れてはならな

いというふうに思います。 

 また、新たな施設整備を行う場合は、整備を

行う計画に至った経過、効果を整理しながら、

市民の皆さんが求める機能や長井市にとって必

要な機能をまとめ上げ、事業を実施しなければ

ならないと思います。それぞれ無駄な整備や投

資などはできないし、してはならないと思って

います。 

 また、補助制度で認められている対象となる

事業メニューは、国県の補助制度の設計におい

て相当厳しい審査を受けて、今、国のほうでも

そういう事業メニューをつくっておりますので、

その効果が期待されているというふうに認めら

れているものだと思っておりますので、これは

大いに活用できる場合は活用すべきだと思って

います。 

 市民の皆さんの求めるもの、意向は、市民の

皆さんの声をお聞きするには、審議会、委員会

等を設置し、活動や実践をされている識見のあ

る市民の方に代表いただいて協議、審査いただ

いた上、答申いただき、パブリックコメントの

手続を踏んで市の判断に反映させ、事業案を議

会にお諮りするわけですので、適切な今でも手

順を踏んでいるものだというふうに思っており

ます。 

 ただ、市民が一体何を望んでいらっしゃるの

かというのは、なかなかこれは難しいです。い

ろんな方がそれぞれの立場で考えをお持ちです

ので。しかし、今回の第５次総合計画の策定に

あわせて庁内でも策定の本部を立ち上げており

ますけれども、私もことしから来年の上期ぐら

いまではかかると思うんですが、市内何十カ所

かで、できるだけ大字単位ぐらいで意見交換会

をさせていただきたいと思いますし、さまざま

な団体との意見交換をして、そして意見をいた

だくと。あと、市民一人一人の意見がなかなか

やっぱり全員には聞くことはできませんので、

議員の皆様からいろいろご指導いただきながら、

できるだけ多くの市民のご意見を酌み取るとい

うふうにしたいと思います。 

 最後になりますけども、新規事業は市民の合

意形成のもとにということで、これはただいま

申し上げたことともダブるんですが、社会資本

の整備については、限られた財源の中で必要か

つ最大の整備を行うべきだと考えております。

長井市には道路など生活環境に関連するものか

ら、将来に向けて投資し整備すべき社会資本が

数多く残されております。補助事業メニューを

最大限活用して、補助メニュー以外でも必要な

整備は、議員からもございましたように、単独

でも取り組む決断も必要なのかなというふうに

思います。 

 市民の意見を政策、施策の形成により多く反

映させる方法や場の設定については、それぞれ

の計画分野に対し、今まで行ってきたように、
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検討委員会等を設置して意見を伺い、答申いた

だくことを考えております。また、その検討の

過程の中で、さらに多くの市民の意見が必要で

あるとされた場合、意思決定のスピードを遅ら

せない形で、先ほど申し上げましたように、地

区公民館単位などでの説明会など、新たな場の

設定も検討される必要があるというふうに思っ

ております。 

 私のほうからは以上でございます。また抜け

ている部分があるかと思いますので、ご指摘を

いただきたいと思います。ありがとうございま

した。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 答弁ありがとうございま

す。答弁は市長にだけしか求めていませんけど

も、内容によっては担当課長にしていただきた

いと、そのように思います。 

 るる説明を、あるいは思いをいただきました

んですけれども、１番の、縮小社会というのは、

これは避けては通れないというのは、すべての

方々がわかっているわけですね。しかしながら、

この人口減少というものと必ずしも100％リン

クさせて物事を考えていくということだけでは、

この縮小社会に対応することはできないであろ

うというふうに私は思っております。人口減少

の部分だけについては、これはそれなりの原因

があるし、その処方せんをいかにして対応して

いくかということは、それぞれの自治体でやり

方も違うと思いますし、今市長からもお話しし

ていただきました。これについては長い目で、

少なくとも人口減少の歯どめの政策をとってい

くと。そして、その後において増加に転じてく

るであろうという、いわゆる希望、夢、どちら

でしょうね。それはちょっとわからない点ある

んですけども、でも少なくとも市民にとっては

夢であってはならないし、やっぱり希望という

ことに位置づけをしていかないと、何のための

政策をしているんだろうかなというクエスチョ

ンがついてくるんではないかなと、そういうふ

うに今思っているわけで、これからその３万人

復活に関してはさまざまなターゲットを絞って、

ここの部分について人口増をねらっていくのだ

という計画を出していくということのようです

けども、しかし、ゼロ歳から100歳までの漠然

とした人口増をねらっているわけでは当然ない

と思いますので、その点について市長はどうい

う、生産人口を何としても確保したいのだと、

あるいは、何としても出生率を高めて子供の部

分の人口を増加させていきたいだとか、その点

についてお聞かせをいただきたいなと思います。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 町田議員がおっしゃいますよう

に、本来であればちゃんとした計画をつくらな

きゃいけないんでしょうけども、残念ながら今

の長井市役所にそれだけの余力という言い方は

おかしいんですが、することはちょっと不可能

だと思います。 

 もちろん、人それぞれ考え方があるんだと思

います。例えば議会の中でも議員お一人お一人

が考え方違うように、職員でもそれぞれいろん

な考え方違うんでしょうけども、私は、例えば

３月議会でお認めいただきました宅造の調査事

業のように、まずは住宅を買えるような世帯、

20代、30代、40代、生産年齢人口、またお子さ

んがいるような家庭の方たちが何とか長井市に

とどまってもらう。あるいは長井市の周りの市

町村とか都会からお越しいただけるようなこと

ってできないものかなというのが一番ですが、

あとは、例えば私たちの家庭でも、子供が２人、

３人いて、かつては私が育った高度経済成長の

ときは、３人兄弟いたら、あるいは２人兄弟い

たら、せめて１人はうちに残ったと。長男だ、

長女だということで。あと残り２人は同じ市内

に、あるいは山形県内に所帯を持ったり、ある

いは仕方なくて東京ということだったんですが、

今の傾向としてですけども、２人、３人いても
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１人も残れないというケースが非常に多いとい

うふうに思っています。それがお年寄りだけの

世帯がもう着実にふえているという裏づけなわ

けですね。9,600世帯のうち2,000世帯近くがお

年寄りだけの世帯ですから、そういったことを

なくしたい。それが一番です。そうしますと、

例えばいろんな災害のときも、あるいは病気に

なったときでも、地域活動をする上でも、コミ

ュニティをつくっていく上でも、地域として健

全な姿を堅持できると思っていますんで、そう

いったところをまずはねらっていきたいと。そ

れが結果として、子供がふえて、自然減ができ

るだけ抑えられるということにつながると思っ

ています。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 市長の考え方がようやく

見えてきたなという感じでありますけども、や

っぱり漠然と３万人復活というものは市民に伝

わっておっても、市民の方は意外と反応は冷や

やかなんですね。それはわかりますよと。じゃ

あ現実的にはどうやってそれを具体化していく

んですかと言われても、私に聞かれてもわかり

ませんので市長に聞いてくださいなんていうや

りとりをしたことが大分ありますけども、その

点についてきちっとしていくということは非常

に大事なんだろうと、そういうふうに思います。 

 ちょっと資料をもらったんですけども、やは

りここ５年ほどで大体出生が200人前後ですか。

そして、お亡くなりになる方が約倍近いという

ようなことで、これは自然減で毎年200人ずつ

は減っていくということになるわけで、これだ

けは既成の事実でございますので、そういうふ

うになっていく中で、何とか現状を抑えながら

人口増に向けた事業をしていきたいという積極

的な考え方に対しては敬意を表するわけでござ

いますけども、しかしながら、縮小社会だけは

どんどん進んでいくわけですね。これは人口の

ことだけでなくて、すべての面について縮小が

していくというふうになるわけで、縮小してい

くけれども、市民一人一人の責任、あるいは負

担というものはふえていくわけですね。３万人

のときよりも２万人のほうがはるかに市民１人

に対しては負担がふえていくし、同時に責任も

重くなっていくというふうなことは、私は考え

なくてはいけない部分でないかなと、そんなふ

うに思っております。 

 なぜあの土地改良事業というものを私は今回

あらわしたかと申し上げますと、私も農家であ

りますので、環境保全のために今まで仕事をし

てきた、あるいは公共事業がなされてきたなん

てことは余り考えなかったんですけども、やは

り土地改良事業というのはまさしく長井市の環

境保全なんですね、今考えてみると。 

 私たちが何げなしに草を刈ったりいろんなこ

とをしておったものが、最近になってあちこち

にカラーの風景が出てきましたね。これはせざ

るを得ないんですよね。本当はそんなことした

くないんですよ、農家の方々。しかしながら、

例えば米づくりにしたって、今まで長井市の平

均面積は１ヘクタール前後だったと思いますけ

ども、それが10ヘクタールの農家にならなけれ

ばならないよという、今、国の指導であります

し、長井市の方向であるわけで、当然一夫婦で

はそれはやりきれない。面積はこなすことはで

きても、細部までは目が行き届かない。そこに

文明の利器の除草剤というものが出てきたので、

それを利用させていただいていると。しかし、

一たんおいしいものを食べればやめることがで

きないということだと思いますので、そういう

ところというのは意外と考えられておりません

けども、10年、20年という年月がたったときに、

もう土が崩壊していくんですよね。砂利だけが

顔を出して。その現状というものを、市長、眺

めてわかっておられるとは思いますけども、そ

れは農家の方々ではもう守り切れない。それは

行政、市民全体で守っていかなければならない
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といういわゆる意識づけ、そういうものが私は

大事になってくるんでないかなと思っているん

ですけども、その点についてはいかがでしょう

か。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 町田議員のご指摘は正しいんですが、かなり

やっぱり農地とか、そういう土地改良について

は困った問題だなというふうに思っています。

やはり農地は個人のもので、あと土地改良の水

路とかについては、いわゆる農家の方たちが土

地を出し合って設置したものですから、その部

分を行政が支援するということはもちろん必要

なんですけれども、やはり農家自体がどんどん

減っていって、本当に実際に長井市の農業を担

っている方というのはもう1,000人ぐらいしか

いらっしゃらない実態ですから、そういった中

で市民全員の方の合意を得て、市民も、じゃあ

環境保全だからということで、そういう土地改

良の財産などを一緒に管理するというのは、河

川でさえ、特に中央地区の方なんかはやっぱり

わからないわけですよね。農家の方の水管理を

されている方の苦労。水というのはきれいな水

が自然に流れてくるものだと思っていらっしゃ

るんですね。ですから、かなり苦情をいただき

ます、私も。いろんなところに行ったりすると、

今まできれいだったのに何だと。量は少なくな

ったし、汚っちゃ水、流っちえくる。それは、

水自体はやっぱり中央地区の皆さんも管理して

もらっていますね、管理会。でも、その上流の

やっぱり平野地区であったり、あるいは西根地

区であったり、川上の人たちがみんなそういう

ふうに苦労されているわけですけども、そこの

部分あたりを、議員おっしゃるように、もう一

回みんなで、市民みんなで考えていく時期に当

たっているんですが、座談会なんかに行ってみ

て相変わらず言われることは、とにかく道路を

整備しろと。自分の家の前のところは狭くて大

変だと。これはおっしゃるとおり大変なんです

よ。特に冬なんかは、やっぱり泣きたくなると

思います。私も泣いていますんで。でも、そう

いう方たちが現実、我々市民というのは自分の

課題に精いっぱいで、残念ながら余裕がなかな

か今ありませんので、ですから、やっぱり自分

の問題だけじゃなくて長井市全体を見て、一市

民として何をすべきかとか、そういったことを

今議論していくような時代に入ったんだと思い

ます。 

 ですから、我々も市民の皆様の意見を聞くと

いっても、やっぱり人それぞれ、皆さんご要望

が違いますので、非常に難しい時代になったな

と思っています。 

 先ほど土地改良区の話については、ちょっと

私、答弁で抜けておりまして申しわけなかった

んですが、町田議員からあったその土地改良の

ほうの、非常に95％ぐらい国とか我々、県とか

市町村が負担するという事業があるということ

なんですが、そういう事業は私、知りませんで

した。例えば時庭ですとか、あと宮原でやった

事業が一番いいものだというふうに思っていま

したけども、それよりももっと補助率高いもの

があるということであれば、その辺なども、か

なりハードルが高いようですけども、検討しな

きゃいけないと思いますし、あと農家自身も、

将来どうするかというところを、やっぱり今だ

けじゃなくて将来見据えながら、農家の団体で、

あるいは地区で話し合いをしながら考えていか

なきゃいけないのかなと。ちょっと答弁が長く

なって申しわけありません。そんな考えでおり

ます。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 土地改良を例にとって申

し上げたんですけども、今市長がさまざまな座

談会等に行っていろんな百人百様のお話を聞い

ていると。それを全部受けることはできない、

それはもちろんですよね。 
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 でも、私たちは、いわゆる教訓があるんです

よね。この今までの財政再建、そして行財政改

革をなし遂げたという教訓を私はこれから生か

すべきだと、そういうふうに思っておりますし、

それはどういうことかというと、この10年間は

市民に対して、長井市の財政が厳しいから辛抱

してくださいよと。こういう部分は今まででき

ておったんですけども、この予算はカットしま

すので何とか辛抱してくださいと。そういう説

得をしてきたんでしょう、10年かかって。それ

がようやく長井市の市民に理解を得ることがで

きたと。そういう、私は、作業をこれからだっ

てしなけりゃいけないんじゃないかなというこ

とを特に申し上げたいんです。 

 というか、減少していくんですよ、縮小して

いくんですよと。そういう中で、人口減少に歯

どめをかける政策は思い切ってやっていきます

けども、すぐには効果があらわれてきません。

その間いろんな投資はできませんよとか、そう

いう市民に対する説得というものは、これは行

政でないとなかなかできないと思うんですよね。

そういう作業というか、施策、施策まではいか

ないんでしょうけども、今度は長井市は他市町

村、近隣市町村並みになったから、今度はさま

ざまなものがやれるんだという話をされれば、

市民の皆さんはもうその気になると思いますよ。

じゃあぼんぼんやってくださいよと当然なって

くるわけで、今そこまではいっていないんだと

いう。とにかく公共事業にしたって、本当に必

要な部分しかやれないんだよというようなとこ

ろまでの認識、そういう作業というものを、市

長は考えておられるんでしょうか。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 町田議員がおっしゃることはよ

くわかります。しかし、私は、行政だけがそれ

をやるというのはできないと思います。例えば、

市の職員が地元の方にそういうふうな話しして

も、地元の方は納得してくれません。必ず上司

呼んでこいと。結局私とか副市長が行って事情

を説明して、でも納得してもらえません。結局

最後は、我々、議会もそうですけども、選挙で

選ばれる地方政治にかかわるものがその責任を

持って、やっぱり自分はこう思うけどどうだと

意見交換するしかないんです。説得ではないで

す。今までは財政が厳しいからできないんだと。

しかし、市民はずっと待っておられたんですよ。

いつかはよくなるだろうと。財政がよくなった

らここだけはお願いしようと。でも、今度そう

いう状況になったとき、こうこうこういうこと

でまだだめだからできないといったら、おまえ

なんかじゃだめだと。じゃあするという人を選

ぶ、こうなるわけですよ。だから、我々は人気

取りの商売ですから、こういう言い方は失礼で

すけども、やっぱりやります、やりますと言う

と、勝つじゃないですか、選挙って。これは国

でそうだったですよね。でも、そういうことで

きないんですよ、我々。 

 ですから、そこのところは、やっぱり意見交

換をして、言うとわかるんですよ。この間も西

根のある地区で、これは道路が本当に狭いとこ

ろあるんですね。これは、その原因というのは、

私はよくわからないけども、土地改良でないべ

かと。西根は、例えば寺泉あたりが一番早いで

すよね、土地改良区。そうすると、そのときっ

ていうのは昭和30年代ですから、車社会が来る

なんて思ってなかったわけですよ。ですから、

道路の部分をきちんと減歩して道路を出してな

かった。だから狭いんですよね。今になってこ

れだけ車社会になりますと、もう冬になると大

変だと。だから今広げてほしいといわれても、

これはなかなか大変ですよね。いろんな施設建

っているわけですから。そういったところなど

も、これは説得しやすい例なんでしょうけども、

話ししてやるしかないですね。 

 それで、でもやっぱりもっともだといった場

合、地元と、あと全体的なコンセンサスが得ら
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れたところは、やっぱり必要なものはしなきゃ

いけないと。なかなか新しいものというのは難

しいとは思うんですが、でも最低限５つそうい

う要望があったら、全部だめだっていうことじ

ゃなくて、何かコンセンサスが得られるものは

やっぱりやっていかなきゃいけないんじゃない

かなというふうに思っていますので、地域の中

でも、地区長さんとか公民館長さんなんかリー

ダーシップとっていただいて、あるいは区長さ

んとか地区の役員が、これはしようがないなと

いうことで言ってくださるわけです。 

 いい例が、川原沢のスキー場ですよね。しよ

うがないなと、長井市は１カ所なんだというこ

とで、時間をかけてお話し合いをさせていただ

いて、やっぱりそれは残念だったと思います。

でも、地元では納得していただいたわけですよ

ね。それは行政が説得してお願いしてなるもの

じゃないと思います。やっぱりお互いに意見交

換するものじゃないかなというふうに思ってい

ます。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 確かに行政がすべて責任

を持つとか、そういうことではもちろんないわ

けでね。住民参加のまちづくりを掲げている以

上はね。 

 しかしながら、方向づけをしていくとか、あ

るいはリーダーシップを発揮していくとか、そ

ういうことは行政の役割の一部であるというこ

とは、それは間違いないと思うんですよね。そ

の度合いは別としても。それは行政も頑張る、

地域も頑張る、議会も頑張る、これは当たり前

のことで、しかしながら、方向性、リーダーシ

ップというのは行政が示していくと。とってい

くというより、示していくということは非常に

大事なことだと思いますし、先ほど市長が、い

わゆる私はこの文の中でいっているわけでね。

政治主導はあってはならないという、特に注意

をしなければならないということをいっている

はずで、その点については難しいところあると

思いますけども、ただやっぱり今までも新しい

事業が始まってきましたね。内谷市政２期目の

当選あたりからね。駅西の公園を皮切りに、プ

ラザの運動公園とか、そういうものが今市民に

どういう評価をいただいているのかなというこ

とを、私は常に聞き取りをさせていただいてお

ります。本当によかったなという人とそうでな

い人、それは完璧なものなんて絶対あり得ませ

んけども、まあまあ総じてよかったなといわれ

るのが私たちもうれしいんですけども、やはり

消化不良を起こしている方々も結構おられるん

ですよね。きょうもちょっと朝確認をしてきた

んですけども、あそこの駅西の公園にフェンス

があって、それが雪でつぶれておったんですよ

ね。それを私も確認しておったんですが、きょ

うちょっと朝回ってきたんですけども、やはり

まだ直されていないわけですね。観光立市を掲

げる長井市にとったら、何かいち早くそういう

細かいところに気づいてほしいなと、私はそう

思うんですね。いつ直るのかなと思ったんです

けども、恐らくきょう話が出ましたので、即直

ると、そういうふうに思っておりますけども、

やはりプラザの運動公園等についても、セット

メニューであの運動公園と多目的広場が事業化

されたというふうに聞いておりますけども、こ

れは確かなんでしょうか、セットメニュー。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 生涯学習プラザの防災機能つき

総合運動公園ということで、例えば多目的広場

については、通常、さまざまなスポーツができ

ると。例えばサッカーですとか、ペタンクであ

ったり、ゲートボールであったり、いろいろで

きると思うんですが、それに災害時のときの仮

設住宅の建設とか、あとは陸上競技場というこ

とにしていますが、陸上競技場のスタンドにつ

いては、いわゆる備蓄倉庫とか、あとフィール

ド内の、あれはもう人工芝はできなくて天然芝
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しかできないんですが、それのヘリポートです

とか、そういったことをしながら、セットとし

て認めていただいたものでございます。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 やはりセットメニューだ

と思いますよね、本当に多目的広場というのは、

市民の方々にしてみれば、別に防災とかなんと

かいろんな理由づけあると思いますけども、そ

うではないんだよ、受けとめ方は。私たちが使

い勝手のいいものをつくってくれなければ、そ

れは何の意味もないと、そういうとらえ方をさ

れるわけで、非常に多目的広場というのはアバ

ウトなんだなと。そして、市民の皆様の声とい

うものを、ある程度お聞きしたんだろうかなと、

これからだって聞くチャンスはあるんだろうな

と、そういうふうに今思っております。 

 各自治体の公共事業のあり方なんかを時たま

新聞で見るんですけど、やっぱり市民レベルま

でおろして、座談会を通して意見交換をしてい

くと。つくることは間違いないよと。しかしな

がら、中身についてはいろいろお話ししてくだ

さいよと。そういう柔軟な姿勢をとっておられ

る自治体が結構ふえてきているということも事

実でありますので、そうした点についても考え

ていっていただきたいなと、そう思います。 

 新規事業ということで今回の目玉になってい

る都市再生整備事業なんですけども、私も３月

議会にも申し上げたんですけども、公園だらけ

の長井市になってはいけないではないかとか、

あるいはこの都市再生整備事業の始まりがどこ

で、終わりがどの事業なんですかねと、そこの

ところをちょっと確認しておきたいんですけど、

市長。始まりはかわと道の駅で、終わりの事業

がどこなんでしょうかと。都市再生整備事業と

いうのは、あの政策が続く限り無限に続くのか

なと。そういうちょっと認識も今しております

ので。そして、総体の概算の予算というのは、

市長は市長なりに、考えておられるんだと思い

ますよ。今回はかわと道の駅関係は19億円とか、

そういう明示されておるんですけども、トータ

ルとした場合の概算の予算はどうなるのかなと。

そういうものについてもお聞かせください。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 まず、ただいま町田議員がおっしゃったかわ

と道の駅関連が19億円ということではなくて、

都市再生整備計画全体事業費が19億円ですから、

その中には、かわと道の駅と河川公園、それか

ら本町広場と、これは街路事業にあわせたやつ

ですね。あと花公園、それから道路、消雪の整

備なども生活環境が５本、それと例えば石畳の

道にするということで坊町通りとか、そういっ

たところを予定しております。全部ひっくるめ

て19億6,000万円。ですから、この間もある土

曜日ですけども、座談会に行ったら、かわと道

の駅は19億円だと。19億円もかけられるんです

かと、こういう話ししたんですが、それは全体

事業費で、５年間でその事業費だということで、

やはり今回非常に反省しなきゃいけない点とし

て、３月の24年度予算につけたものは、都市再

生整備計画の中のかわと道の駅の実施設計業務

と、それから河川公園の用地の買収費等々だっ

たんですけども、それのときにやっぱり全体を

示さないとだめだと。ただ、全体というのは、

かわと道の駅の詳細だけは予算つけておりまし

たので、ある程度報告書みたいので、時期がず

れて申しわけなかったんですが、ありますけど

も、それ以外の事業の中身については詳細がな

いものですから、やっぱりこれはまずいなとい

うことで、ご指摘のとおりなので、このたびは

全体像を示させていただくと。ある程度メイン

のものは、大体どういう施設で、どのぐらいの

維持管理で、どのぐらいの売り上げで、どのぐ

らいの入場者見込んで、どのぐらいの経済波及

効果ありますよというようなところを最低限出

さないとだめなのかなというふうに思っていま
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す。 

 最後に、長くなって申しわけないんですが、

都市再生整備計画は５年間で、まずかわと道の

駅と河川公園から始まって、最後は本町広場と

花公園、これが28年ぐらいの完成の予定だとい

うふうに思っています。以上です。 

○蒲生光男議長 町田義昭議員。 

○９番 町田義昭議員 やはり積極的な財政投資

をしながら経済の活性化を図るという政策も重

要であるという認識は持っておりますけれども、

市民が主役であるということにはどんな政策で

あろうと変わりはないわけで、間違いのない長

井のまちづくりのリーダーシップをとっていた

だきたいなと、そのように願いながら質問を終

わらせていただきます。ありがとうございます。 

○蒲生光男議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時０１分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○蒲生光男議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 大道寺 信議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 次に、順位８番、議席番号８番、

大道寺 信議員。 

  （８番大道寺 信議員登壇） 

○８番 大道寺 信議員 本定例会に当たり、通

告してあります２点について質問いたします。 

 まず第１点目は、産業振興策についてであり

ます。 

 これまで長井市の経済を牽引してきた製造業、

農業を取り巻く環境は厳しい状況が続いていま

す。こうした状況の中で、それぞれの今後の振

興策について、これまでも取り組んでまいりま

したけれども、依然厳しい状況にあると思いま

す。 

 市は、今後観光に力を入れるという方針のも

とに、観光振興計画や都市再生整備計画の策定

と具体的な施策を実行しようとしています。３

月定例会でも議論されましたけれども、本定例

会でも多くの議員から質疑がなされています。

新たな産業の振興ももちろん大事ですが、これ

まで培ってきた技術等のノウハウや、経営資源

を持っている基幹産業である製造業、農業に対

する振興策を強化していかなければならないと

考えます。 

 あわせて、今後成長が期待できる再生可能エ

ネルギーなどに対しての対応も重要であるとの

視点で質問するものであります。 

 まず第１点目は、自動車産業や有機ＥＬ等有

望産業への参入に対する行政支援と役割はにつ

いてであります。 

 長井の基幹産業の一つである製造業は、東日

本大震災の影響や欧州の金融危機の影響などに

より、依然として厳しい状況にあります。また、

さらに円高、株安が急速に進み、市内企業でも

海外展開を計画している企業も出ているといわ

れており、それに伴い、雇用への影響も懸念さ

れますが、現状をどのようにとらえているのか、

市長にお聞きをいたします。 

 一方で、今後成長が期待できる自動車産業に

対する受注活動の強化等の話をされております。

特に東北に展開しているトヨタ関連のセントラ

ル自動車に対する参入についても、これまでの

取り組みの経過等が話をされており、具体的に

２社で受注できたとの話があったと思いますが、

その後の動きで特徴的なことがあるのか、お聞

きをいたします。 




